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要旨 

近年、塾や家庭教師に代表される私的な教育である Shadow education が世界中に普及し

つつある。しかし、家計が Shadow education を投資と消費のどちらの目的で選択している

かについては未だ明らかにされていない。本稿は、「全国消費実態調査」匿名個票データを

使用し、家計の Shadow education 需要の選択行動を検証した。分析では、義務教育年齢の

子どものいる家計に焦点を当て、出島・竹田・上田（2007）の２期間モデルと Johnson and 

Li（2010）が提案する借り入れ制約指標（DSR）を用いて推計を行った。全体サンプルの

推計結果においては、Shadow education の選択に対して投資モデルが支持されるが、その

支出額に関しては消費モデルが支持された。しかし、三大都市圏にサンプルを限定した推

計では、Shadow education 支出に対しても投資モデルが支持される。この結果から、家計

所得の差が Shadow education を通じて子どもの人的資本の格差を生み出す可能性が示唆さ

れる。 
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1. はじめに 

本稿は、近年世界中に広がりつつある Shadow education を、家計はどのような目的で選

択しているかという点について検証する。分析では、義務教育年齢の子どもに対する

Shadow education 支出に焦点を当て、出島・竹田・上田（2007）の２期間モデルと Johnson 

and Li（2010）の借り入れ制約指標（DSR）を用いて、「全国消費実態調査」匿名個票デー

タにより推計を行った。 

Shadow education は、塾や家庭教師等の私的な教育を示し、近年は日本・韓国・中国と

いった東アジア地域のみならず全世界で広まりつつある（Baker et al, 2001; Dang and Rogers, 

2008）。東アジア地域においては、1970 年代からよりよい大学への進学を最終目的として、

多くの子ども達が義務教育期間より Shadow education を利用している。そのため、国が提

供する公教育に加えて、これらの私的な教育が子どもの学習成果へ強く影響を与えると考

えられ、Shadow education という言葉で称されるようになった。この Shadow education の広

がりにより、公教育が平等に提供される社会にあっても、家庭の経済状況によって教育格

差が拡大する懸念が生じてきている。教育は人的資本の蓄積に対して重要な役割を果たす。

そのため、Shadow education が子どもの将来の生産性に深く関係しているとすれば、Shadow 

education を介した教育格差は将来の経済格差の原因となりうる。 

その普及に伴って、Shadow education に関する研究も教育政策と関わる研究として蓄積

されつつある。しかし、Shadow education を介した教育格差の広がりについての検証は未

だ十分ではない。例えば、子供の学習成果に対する Shadow education の因果効果について

は、効果ありとする研究（Liu, 2012）と効果なしとする研究（Smyth, 2009; Zhang, 2013）

が混在し、先行研究でその効果が明らかにされているとは言い難い。一方、Shadow education

需要と子どもの家庭背景の関係については、多くの分析が試みられ（Bray and Kwok, 2003; 

Entrich, 2015）、Shadow education 需要と家計所得の正の関係が確認されている（Tansel and 

Fatma, 2006; Dang, 2007; Kim and Park, 2010; Safarzyńska, 2013）。ただし、これらの研究は、

相関関係を捉えているにすぎず、家計がどのような目的で Shadow education 支出を決定し

ているかについては、まだ明らかにされていない。 

Becker（1964）の人的資本理論に基づくと、教育は人の将来の生産性を高める投資であ

ると捉えられる。理論上、人は各自の能力に応じて最適な教育を選択するため、教育格差

は生じない。しかし実際には、経済的に困窮した家庭の子どもは、借り入れ制約にかかる

ため最適な投資を得ることができない可能性がある。もし、Shadow education が投資目的

で選択されていれば、その選択を介して教育格差が拡大し、世代間の所得移動可能性を低

くする事態も生じるであろう。この時、最適な教育投資の達成を目指すためには政策によ

る介入を考える必要が生じてくる。一方で、人は教育そのものから効用を得ると捉え、教

育は消費であると考えることもできる（Schaafsma, 1976; Lazear, 1977）。例えば、他の家庭

と同じように良い教育を享受しているという満足感を得るために家計が Shadow 

education を選択しているならば、その場合は消費による選択と捉えられる。消費目的の
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選択である場合も家計所得と Shadow education 支出は正の関係を示すが、Shadow education

需要は家計の選好を反映しているにすぎない。即ち、家計の Shadow education 需要が投資

目的であるか消費目的であるかを明らかにしなければ、Shadow education の拡大に対して

教育施策を考えることは難しい。そのため、家計がどのような目的で Shadow education 需

要を決定しているのかという点について検証することは、学術的な観点からも、また、今

後の教育政策の検討という面からも非常に重要である。 

教育が投資であるか消費であるかについては、長い間議論が交わされてきた。しかし、

どちらのモデルに基づいても、家計所得と教育費の関係は正の関係が示されるため、実証

分析によって家計行動を明確に識別することは難しい。この問題に対して、出島・竹田・

上田（2007）は、家計の教育需要目的を識別できる 2 期間モデルを提案し、教育需要の決

定要因を分析した。彼らのモデルでは、サンプルを借り入れ制約に直面する家計と直面し

ていない家計に分けて推計を行い、係数の符号条件から家計の選択行動を投資目的か消費

目的かに識別している。「消費生活に関するパネル調査」個票データを用いた彼らの分析で

は、消費モデルが投資モデルよりもより支持されるが、投資モデルも否定できないという

あいまいな結果が示された。彼らの提案する理論モデルから正しい結果を導くためには、

家計が借り入れ制約に直面しているかどうかの識別が非常に重要である。分析では、持ち

家で返済ローンのない家計を借り入れ制約に直面していない家計としている。しかし、

Jappelli, et al.（1998）で議論されるように資産情報は、借り入れ制約に直面する家計に対

する十分な指標とはいえない。そのため、分析結果があいまいである理由の一つは、彼ら

の採用した借り入れ制約指標に原因があると考えられる。 

上記の課題に対して、本稿は以下の 2 点で対処する。第一に、問題となる借り入れ制約

指標として、Johnson and Li（2010）の提案する債務返済率（debt service ratio,以下 DSR）指

標を用いる。DSR は、可処分所得に対する家計の負債額の割合を示す。彼らは、米国のデ

ータを用いて高い DSR 値を持つ家計は他の家計に比べて、借り入れ制約に課される率が高

いことが明らかにしている。第二に、「全国消費実態調査」1989, 1994, 1999, 2004 年の匿名

個票データを用いることで、DSR 値四分位でサンプルを分けた推計を可能とする。この大

規模な家計調査データからは、モデルの推計に必要なサンプル数に加えて、家計所得や資

産の詳細な情報を取り出すことができる。更に、このデータは家計の教育支出の中から、

Shadow education 支出のみを取り出すことも可能である。 

家計が、Shadow education を投資と消費のどちらの目的で行動しているかを識別するた

めに、推計においては、サンプルを DSR 値の四分位で分け、各分位別に回帰分析を行う。

従属変数は、Shadow education ダミーと Shadow education 対数支出の 2 種類の変数を使用し

た。推計の結果、Shadow education ダミーに対しては、借り入れ制約に直面しない家計で

所得と資産の係数が有意でないことを示された。即ち Shadow education を受けるか否かの

選択に対しては、投資モデルが支持される。しかし、Shadow education 支出に対しては、

全ての分位のサンプルの係数が有意に正の値を示し、消費モデルが支持された。 
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被説明変数の違いによって、異なるモデルが支持された理由の一つとして、モデルの仮

定が十分に満たされていない可能性が考えられる。本稿のモデルにおいては、Shadow 

education の 1 単位当たりの質と価格は全て同じであることを仮定して、その支出額を需要

量として捉えている。しかし一般的には、Shadow education の質にはばらつきがあり、1 単

位当たりの価格はその質によって異なることが予想される。そして、より高品質な Shadow 

education は人口の多い地域の競争的な市場に集まると考えられるため、提供される Shadow 

education の質や量の多様さは、都市部と地方で差が生じていることが予測できる。この点

を考慮するために、追加推計として三大都市圏とその他地域に分けた推計も行った。この

サブサンプルによる推計では、どちらの地域の推計でも Shadow education 支出に対して、

DSR 値第１分位の家計所得・資産の係数は、有意な値を取らず、投資モデルが支持される。

しかしこれは、サンプルの分割によって統計的な検出力が弱まった可能性もあり、解釈に

は注意が必要である。更に、三大都市圏以外の地域においては、都市と田舎といった教育

環境が異なる地域がサンプル内に混在している点も結果に影響を与えている可能性がある。

しかし、本稿のデータからは、三大都市圏以外の詳細な地域情報は得ることができず、居

住地域による Shadow education の異質性を正確に捉えることはできなかった。この点は本

稿の推計の限界であり、今後の課題として挙げておきたい。 

本稿の構成は以下の通りである。まず、第 2 節で関連する先行研究を概観した後に、日

本における Shadow education の状況について記述する。次に第 3 節で、出島・竹田・上田

（2007）の理論モデルと我々の実証分析モデルを説明する。第 4 節は推計データについて

述べ、第 5 節では推計結果を示して議論を行う。最後に第 6 節で結果のまとめを提示する。 

 

2. 先行研究及び日本における Shadow education の状況 

近年、Shadow education は全世界に広がりつつある。Dang and Rogers （2008）は、Shadow 

education が公教育の補助的な役割を果たすようになっていることを述べ、この現象は、日

本や韓国、シンガポールといった東アジアの先進国だけでなく、米国やヨーロッパ諸国、

更に多くの発展途上国でも観察されることを指摘している。多くの先行研究では、分析の

主要な目的として Shadow education が子供の教育達成に及ぼす影響や Shadow education 需

要の決定要因が取り上げられている。また、その教育効果としては、Liu（2012）が Shadow 

education が子供たちの教育達成に正の影響を及ぼすことを示している。しかし一方では、

Shadow education の効果はないことという結果も呈示され（Smyth, 2009; Zhang, 2013）、定

まった評価は確定していない。また、Shadow education 需要の決定要因の分析では、Shadow 

education 支出と家計所得は正の関係があるという結果が多くの研究で示されている

（Tansel and Fatma, 2006; Dang, 2007; Kim and Park, 2010; Safarzyńska, 2013）。しかし、これ

らの研究は相関関係を捉えた分析に留まり、外生的な所得変動と Shadow education 支出の

関係を捉えた研究はまだなされていない。 

日本では多くの家庭の子どもが、進学目的のために、いわゆる「塾」と呼ばれる Shadow 
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education を利用している。Rohen （1980）では、子供の人口が急激に増加し、高校・大学

入試が激化した 1970 年代から日本で Shadow education（塾）が全国的に広まったと述べら

れている。現在「塾」に代表される Shadow education 産業は日本の教育産業の中で主要な

位置を占め、小学生と中学生の通塾率は、この 30 年で 15-20%上昇している。2017 年に実

施された全国学習状況調査においては、公立中学 3 年生で 61.3%、公立小学 6 年生で 46.7%

が通塾していると答えている。Mori and Baker（2010）は、日本の Shadow education 成立の

歴史的背景と正規教育に対する役割の変化について詳細にまとめ、今後のShadow education

の世界的な潮流の方向は、日本の Shadow education の状況によって予測できると述べてい

る。 

家計所得と Shadow education の関係は、日本のデータを使用した研究でも正の相関が示

されている（Stevenson and Baker, 1992; 武内他, 2006; 卯月, 2010; Kubota, 2016）。そして、

Kobayashi（2018）は塾バウチャーの付与が子どもの成績に正の影響を与えたことを、回帰

不連続推計を用いて明らかにしている。もし子供の学力差に Shadow education 選択の有無

が影響しているとすれば、それは、将来にわたる経済的な格差の源となり、世代間の所得

移動可能性を低下させることにもつながる。Shadow education が学力向上の重要な経路で

あるならば、経済的に恵まれない家計に Shadow education を提供するための補助を行うこ

とは、格差を縮小し世代間の所得移動を高める方策ということができるだろう。実際、日

本の一部の都市では、すでに Shadow education に対する助成金を家計に提供している1。 

家計所得と Shadow education 支出の関係を分析した先行研究においては、Shadow 

education 需要のメカニズムは明らかにされていない。しかし、そのメカニズムを明らかに

することは、今後の社会の経済厚生と政策評価を考える上で重要である。もし、Shadow 

education 需要が投資目的で選択されているならば、借り入れ制約に直面する家計は、子ど

もへの最適な教育投資ができないことになる。即ち、家計所得の差が子どもの人的資本の

差を生む源泉となるため、それらの家計に対する教育施策が必要になるだろう。 しかし、

Shadow education への公的な介入が必要かどうかについては、Shadow Education 支出の目的

を明らかにして評価する必要がある。格差の縮小を目的とした教育施策は、Shadow 

education の選択目的が投資であれば有効であるが、消費であれば有効な政策とは言えない

からである。先行研究の多くは、家計所得と Shadow education の関係に主要な焦点を当て

ているが、その選択行動の目的については考慮していない。そのため、出島・竹田・上田

（2007）は、家計の教育選択行動の目的を識別する 2 期間モデルを提案し、実証分析を行

った。しかし、彼らの分析でも教育選択の目的が投資・消費のどちらであるかという点に

ついて明確な結果を示すことはできていない。 

                                                   
1 東京都は、一定所得以下の世帯の子どもへの支援として、学習塾などの受講料や高校・大学の受験料に

ついて貸付（無利子）を実施している。詳細は以下 URL 参照 
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/seikatsu/teisyotokusyataisaku/jukenseichallenge.html 

大阪市は低所得世帯に月 10,000 円の塾代助成カードを提供している。詳細は以下 URL 参照 
https://www.juku-osaka.com/ 
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3. 教育需要モデル 

3.1. 投資としての教育・消費としての教育 

一般に経済学の多くの研究は、人的資本理論（Becker, 1964; Schultz, 1960）に基づき、

教育を投資として取り扱っている。人的資本理論においては、人は各自の将来の生産性に

応じて最適な教育を受ける。即ち、人は自己の能力を最大限に高めるための投資として教

育を選択するのである。しかし一方で、教育を消費とみなす研究も多い。Lazear (1977)は

教育需要のモデルを投資と消費の両方を取り入れて提案し、American National Longitudinal 

Survey を用いて、消費の側面も教育需要に影響していることを実証的に示した。 

近年の研究においても、Oosterbeak and Ophem （2000）が、学校教育に関して消費と投

資目的に分けたモデルを提示している。また、Dur and Glazer （2008）は、高等教育への

補助政策を、投資と消費の両面を取り入れた教育需要モデルを用いて評価した。近年、多

くの実証分析で高等教育の非金銭上の利益に焦点を当てた分析がなされ、投資だけでなく

消費的な目的が高等教育選択に影響を及ぼすことが明らかにされている（Duchesne and 

Nonneman, 1998; Arcidiacono, 2004; Alstadsaeter, 2011）。更に Oreopoulos and Salvanes 

（2011）は、学校教育の非金銭的な利益の影響を包括的な調査と実証分析により確かめた。

しかし、Shadow education に対して、投資と消費の両面を考慮して分析を行っている研究

は、我々の知る限りでは、出島・竹田・上田（2007）だけである。 

本稿は、Shadow education を家計がどのような目的で選択するかを調査するために、

Shadow education 支出と家計所得と資産の関係を分析する2。Shadow education が投資また

は消費のどちらの目的で選択されているかを知ることは、今後の教育政策に対して重要な

知見を提供すると考える。 

 

3.2. 理論モデル 

 本節では、出島・竹田・上田（2007）が提案する 2 期間モデルについて説明する。まず

は、教育需要を投資と消費の両面で捉える場合の一般的なモデルを考える。このモデルに

おいて親の効用関数は、U(C1, C2, X) とし、C1, C2は第 1 期および第 2 期の家計の消費を、

X は第 1 期の子どもの教育費用を示す。ただし、U1＞0, U2＞0, Ux＞0, U11＜0, U22＜0, Uxx

＜0, U12≧0 と仮定する。家計の予算は親と子の両方の所得から構成される。子どもの親は

第 1 期に所得 Y を得て、資産 A を持つ。また、親は第 2 期の子どもの所得を受け取ること

ができ、その所得は子どもの生来の能力 I と教育投資 X に依存し、関数 f(X,I)で表される。

ここで、fX＞0, fI＞0, fXX＜0,fII＜0, fXI＞0 である。家計は各期において、最適消費レベルを

決定し、この家計の最大化問題は以下の式で示される。 

 

                                                   
2 Sun and Yannelis (2016)は、高等教育需要の選択目的を検証するために、借り入れ制約と高等教育需要の

因果関係をアメリカの銀行規制緩和の自然の実験データを用いて分析を行った。結果、借り入れ制約の緩

和は大学進学者を大幅に増やし、人々が投資仮説に基づいて高等教育を選択していることが示された。 
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 r は、利子率である。さらにまた、家計が第１期に借り入れ制約にかかっている時、以下

の制限が加えられる。 

 

 
 

 この場合、借り入れ制約は、家計が第 2 期の子どもの所得を期待して、第 1 期の教育支

出や親の消費を増やすことができないことを意味している。もし、家計がこの制約に直面

していなければ、C1 + X ＜Y + A となり、第１期の収入 Y と資産 A の一部を第 2 期に残す

ことができる。そして、家計の教育需要は、X=g (Y, A, I, r)という関数で示すことができる。 

 

3.2.1. 投資仮説 

 まず上記のモデルから、教育需要が投資のみの目的で選択される場合を考える。その場

合、式(1)は以下の通りに変形できる。 

  

 

  

 この場合、最大化問題の解は、家計が借り入れ制約に直面しているか否かによって異な

る。もし、家計が借り入れ制約に直面していないならば、最適な教育投資 X*は利子率と子

どもの能力によって決定される。即ち、教育需要は家計の所得や資産に関係しない。一方、

家計が借り入れ制約に直面しているならば、教育需要に対する家計所得の効果は以下の式

で記述される。 

 

 

 

 このため、dX*/dY＞0、dX*/dA＞0 と予測できる。 

 

3.2.2. 消費仮説 

 次に教育需要を純粋に消費として捉えた場合を考える。この時、第 2 期における所得は

外生的に f(X,I)= f(I)として与えられると仮定する。この家計が借り入れ制約に直面してい

ないならば、最適な消費と教育需要{ C1
*, C2

*, X*}は、式(2)と 1 階の条件から求められ、

dX*/dY＞0、dX*/dA＞0 と予測される。一方、家計が借り入れ制約にかかっているならば、

第 1 期の予算制約が C１+ X= Y + A、第 2 期の予算制約が、C2=f(I)となる。即ち、｛C1
*, X*｝

は第 1 期の予算制約から、C2
*は第 2 期の予算制約から、それぞれ独立に決定される。この

時、借り入れ制約に直面していない場合と同様に dX*/dY＞0、dX*/dA＞0 と予測される。 
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 上記のモデルから導かれる家計所得と資産が子どもの教育需要に与える効果を表 1 にま

とめる。表 1 より、家計所得と資産が Shadow education 支出に与える効果を推計し、借り

入れ制約に直面していない家計の係数の符号に注目することで、教育需要が投資目的か消

費目的かという仮説を検証することが可能である。即ち、Shadow education 支出と家計所

得・資産の関係は、家計が投資モデルに基づいて行動しているならば無相関であり、消費

モデルに基づいているならば、正の相関を示すことになる。 

 

3.3. 実証モデル 

 本稿の実証分析では、以下のモデルを用いる。 

 

Yi = α + β
1
income𝑖  + β

2
saving

i
 + Xiθ + εi 

  

被説明変数Yiは家計 iの教育需要を示し、推計では2種類の変数を用いる。一つはShadow 

education ダミーで、Shadow education に対して支出があれば 1、なければ 0 をとるダミー変

数である。もう一つは、Shadow education 支出の対数値である。説明変数の income は家計

の月平均実収入を示し、世帯員全員の調査月の税込み現金収入を合計し、調査月数で除し

た値を用いている。 saving は家計の世帯員全員の貯蓄現在高を示し、郵便局，銀行等への

預貯金，生命保険・積立型損害保険の掛金，株式等の有価証券と社内預金等の金融機関外

への貯蓄の合計を計算している。推計においては、どちらの説明変数も対数値を用いた。

また、本稿では、家計資産を貯蓄現在高のみで代理し、住居資産については持ち家ダミー

をコントロール変数として用いることで対処している。 

その他の説明変数は Xi でまとめて示している。用いた変数は、世帯主の年齢とその二乗

項、世帯主男性ダミー、世帯主職業ダミー、持ち家ダミー、祖父母同居ダミー、三大都市

圏居住ダミー、長子年齢、私立小学校・公立小学校・私立中学校・公立中学校へ通学する

子どもの人数、調査年ダミーである。  は誤差項を示す。 

本稿のモデルにおいて、子どもの能力は教育需要を決定する重要な要因である。しかし、

子どもの能力は観察できないため、変数として用いることができない。先行研究では、両

親の教育年数を子どもの能力の代理変数として用いている分析もあるが、本稿のデータで

は、親の学歴を捉えることができない。そのため、推計における income と saving の係数

を評価する際には欠落変数バイアスに対して注意を払う必要がある。もし、子どもの将来

の成功と結びつく能力が、income ・saving と関連するならば、その関係は正であると予想

できる。また、子どもの能力と Shadow education 支出の関係は、正負の両方が予測できる。

出島・竹田・上田（2007）には、子どもの能力と教育支出の関係が示されているが、借り

入れ制約に直面した家計における投資モデルは正と負両方、消費モデルは無関係、借り入

れ制約に直面しない家計は投資・消費モデル共に正の関係を示すとまとめられている。本

稿の推計結果にバイアスが有る場合、子どもの能力と Shadow education 支出が正の関係に
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あるならば、係数は過大に、反対に負の関係にある場合は、係数は過小に推計されている

可能性があり注意が必要である。 

 

4. データ 

4.1. 全国消費実態調査 

 本稿の推計は「全国消費実態調査」1989, 1994, 1999, 2004 年の匿名個票データを使用す

る。この調査は、日本人の全国及び地域の家計消費や所得、資産といった生活の実態を明

らかにするために設計され、家計収入・支出及び家計資産（貯蓄・負債、耐久消費財、住

宅・宅地など）を総合的に調査している。調査は 1959 年に開始され、以降 5 年毎に実施さ

れている。調査期間は毎年 9 月から 11 月の 3 ヶ月であり、全国の家計から二人以上世帯と

単身世帯が定められた方法で選定されている。  

本稿は、二人以上世帯のデータを使用する。調査では家計収入、支出、主要耐久消費財、

貯蓄・借入金残高、世帯員情報、住宅・宅地に関する事項の詳細な情報が集められている。

教育支出に関しては、授業料、教科書・学習参考書等教材、補習教育費（Shadow education

支出）に分けて調査されている。  

「全国消費実態調査」データを用いることで、以下の 3 点を分析の利点として挙げるこ

とができる。第一に、調査は補習教育費を単独項目として尋ねているため、習い事やその

他の費用を省いた学習目的のみの支出を Shadow education 支出として取り出すことが可能

である。即ち、家計が学校教育の補助となる子どもの学習に対してどのくらいの額を支出

しているのかを正しく捉えることができる。第二に、調査は各家計が家計簿形式で回答を

記述しているため、他の調査に比べて測定誤差が少ないと考えられる。そして第三に、「全

国消費実態調査」は日本の家計を代表する設計が施されているため、豊富なサンプル数を

確保でき義務教育就学児を持つ家計に対する一般的な効果として結果を解釈できる。使用

データの全家計数は 177,625 であるが、勤労家計でかつ義務教育期間の小中学校に在籍す

る子どもを持つ家計のみにサンプルを限定した。また、指標から借り入れ制約家計を正し

く識別するために貯蓄の値が四分位の一番低い段階にある家計と可処分所得が 0 未満の家

計もサンプルから除外した。そのため、最終的に分析サンプル数は 13,712 である。 

 

4.2. The household debt service ratio (DSR) 

本稿では、Johnson and Li （2010）が提案する債務返済率（DSR）を借り入れ制約の代

理指標として用いる。彼らは負債高を可処分所得によって除した値を DSR と定義し、高い

DSR 値をもつ家計は過去 5 年において、他の家計よりもクレジットカード払いを有意に拒

否されていることを示した。また、DSR 値がより高い家計ほど、過去の所得水準に応じて

消費を伸ばす事も明らかにしている。これらの結果から、DSR は家計が借り入れ制約に直

面しているか否かを見分ける有用な指標であると言える。しかし一方で、DSR の影響は非

線形であり、どの値を基準として借り入れ制約家計であるかを判断するのかという点つい
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ては明確にできず、注意が必要である。 

表 2 は、DSR 四分位ごとの各変数の平均値をまとめて示している。本稿では、月平均借

入返済金を月平均可処分所得で除した数値を DSR として用いている。負債高は、住宅や土

地購入の分割払いローンや、それ以外の負債を全てまとめて含み、可処分所得は、家計の

実収入から税金や社会保険料などの非消費支出を引いて計算している。列(5)に示される

2,184 サンプルの家計は負債高が 0 であるため、DSR 指標無しとしてまとめている。DSR

指標無しのサンプルの割合は、Johnson and Li （2010）の 2 つの分析データが 30.5%と 28.8%

であったのに対して、本稿のデータでは、16%であり、彼らの約半分の割合となっている。

この違いは、本稿が小中学生の子どものいる家計にサンプルを限定したために生じている

ものと考えられる。 

DSR の定義から、表 2 に示される家計の貯蓄高、負債高、純資産の値は各列で大きく異

なる。しかし、列(1)から列(4)の月平均実収入の値は、およそ 522,000 円から 543,000 円の

間にあり大きな違いはみられないが、DSR 指標無しの列(5)のみが 456,958 円と低い値をと

る。持ち家率は、DSR が高くなるにつれ 0.61 から 0.89 へと上昇する。また、本稿の焦点

である Shadow education は、ダミーについては平均が 0.57 で、列(4)が 0.55、列(5)は 0.52

と他のグループより低い傾向があるが大きな違いがあるとは言えない。そして、その支出

に関しては支出有りの家計に限って比較すると、列(3)が 12,204 円と最も高く、最も低い列

(5)の 10,624 円との差は約 1,500 円である。 

表 3 は、各年の DSR の記述統計量を示す。この表から DSR の平均値が年を追うごとに

上昇し、各パーセンタイルの差も広がっていることが示されている。また、この全体のパ

ーセンタイル値を Johnson and Li （2010）と比較すると、彼らの 20 パーセンタイルの DSR

値は 0.06 で本稿は 0.05 である。以下、40・60・80 パーセンタイルでは、それぞれ 0.12 と

0.10、0.19 と 0.16、0.28 と 0.24 と比較的近い値が全てのパーセンタイルで示されている。 

 

4.3. 記述統計量 

表 4 は、家計情報に関する記述統計量を年ごとにまとめていて、パネルA に家計の特性、

パネル B・C に Shadow education ダミーと支出について主に平均値を示している。サンプ

ルは小中学生を持つ家計に限定しているため、この表から、対象家計の 1989 年から 2004

年までの 15 年間の変化を捉えることができる。パネル A から、世帯主の特徴はこの 15 年

間にそれほど変化していないことが示される。しかし、祖父母の同居率は年々減少し、世

帯の子どもの総数も低下している。また私立中学への通学者は、1989 年は 3%であったが、

2004 年には 5%に上昇している。こうした変化は核家族化と少子化の進行という日本社会

全体の傾向とも一致している 

Shadow education に関しては、ダミーの値は 1989 年から 1994 年にかけて、0.55 から 0.60

へと上昇するが、その後は 0.58,0.55 と低下傾向にある。一方で、支出の平均は 1989 年に

8,565 円であったものが 1999 年には 1,2097 円まで上昇し、その後の 2004 年に 11,932 円と
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少し減少している。しかし、パーセンタイル別の支出の平均値は、低いパーセンタイルと

高いパーセンタイルの差が年々拡大している。 

 

5. 結果 

5.1. Shadow education と家計所得・資産の関係 

表 5 は基準となる推計結果を各年別に示している。パネル A は、Shadow education ダミ

ーを従属変数とした Probit モデルの推計結果で、パネル B は Shadow education 支出の対数

値を従属変数とした Tobit モデルの結果を示す。結果は、分析の焦点である所得（income）

と資産（saving）に関する係数値とその標準誤差のみを報告する。 

まず、パネル A の Shadow education ダミーに対する所得の影響について記述する。列(5)

に示される全体の結果は、対数所得の係数は 0.11 を示し 1%水準で有意である。各年サン

プルの最も高い値は 1994 年の 0.15、他の年は、0.10 と 0.11 である。資産の係数について

は、全体は 0.02 で、各年サンプルの最も低い値は 1994 年で負を示し、最も高い値は 2004

年の 0.04 である。また、係数の有意性は所得に対しては全て 5%水準以上で有意であるが、

資産の係数は 1989、1994、1999 年で有意性を示していない。次に、パネル B の Shadow 

education 支出に対する結果について述べる。所得の係数は全年を通じて 1％水準で有意で

あり、その値は全体で 1.81 であり、最も高い 1994 年は 2.38、最も低い 1999 年は 1.49 であ

る。また、資産に対しては、全体は 1%水準で有意に 0.29 をとるが、1994 年と 1999 年に

ついては係数の値は負で有意性も示されない。  

表 5 の結果をまとめると、所得と Shadow education の関係は、全年を通じてダミー変数、

支出共に正で有意な関係にあり、どちら係数も 1994 年に最も高い値を示す。即ち、他の年

に比べて、1994 年に Shadow education に対する所得の影響が最も強くなっているといえる。

記述統計においても 1994 年の Shadow education ダミーの平均が 0.6 で最も高いことが示さ

れている。一方、Shadow education に対する資産の影響はダミー、支出共に 2004 年が最大

値をとる。これは、表 4 に示された Shadow education 支出のパーセンタイル値間の差が年

を追うごとに拡大し、2004 年に最大になっている点とも関係すると考えられる。 

1989 年から 2004 年にかけての日本の公教育を取り巻く社会的背景として、2 つの大きな

変化を挙げることができる。第一の変化は、大学進学状況の変化である。図 1 は、1988 年

から 2005 年までの日本における 18 歳人口と大学進学率の推移を示している。大学入学試

験を受ける一般的な年齢である 18 歳人口は、1992 年にピークに達し、その後減少してい

る。ところが、大学進学率は 1989 年の約 25%に対し 2004 年には 47%まで増加している。

1994 年の Shadow education に対する所得の影響が最も強まる理由の一つとして、当時の厳

しい大学入学進学状況を反映している可能性が考えられる。そして第二の変化は、日本の

公教育の基準である学習指導要領の改定である。1992 年と 2002 年に施行された学習指導

要領の改定が、本稿の分析期間には含まれている。この間に公立学校は週 5 日制が導入さ

れ、土曜日を休日に移行する措置が段階的に実施される中で、学校における年間授業時間
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や学習内容も減少した。こうした教育環境の変化が子どもの教育に関心が高い家庭におい

て、Shadow education 支出を増加させる方向に動いたことは予測できる3。そのため表 5 に

示される所得と資産の係数の変化は、大学進学状況や学習指導要領の変化を反映している

可能性も考えられる。 

全体を通じて、推計結果から Shadow education の選択とその支出は、所得及び資産と強

く正の相関を持つことが示されている。特に係数の大きさから、ダミーと支出のどちらの

被説明変数に対しても家計所得の影響がより強いと考えられる。 

 

5.2. 投資か消費か 

表 6 は、DSR 四分位値ごとにサンプルを分けて推計した結果を示す。列(1)から列(4)に

かけては、数字が大きくなるほど DSR 値がより高いサンプルを示し、列(5)は DSR 値無し、

即ち負債高が 0 円であるサンプルの結果を示す。パネル A は Shadow education ダミーを従

属変数とする Probit 推計の結果を示し、パネル B は Shadow education 対数支出を従属変数

とする Tobit 推計の結果を示す。表 1 の係数符号の条件に基づいて考えると、Shadow 

education の選択が投資モデルに基づく場合、所得（income）と資産(saving)の係数は、DSR

値の低いサンプルにおいては有意性を持たないと予想できる。なぜならば、DSR 値の低い

サンプルは、借り入れ制約にかかっていない家計と考えられるからである。一方で、消費

モデルに基づく場合は、全ての分位のサンプルで所得と資産の係数は有意な値を持つと予

測できる。このため、私たちは所得と資産の係数の符号と有意性を各 DSR 分位サンプルで

比較することによって、家計が投資と消費のどちらのモデルに従って行動しているかを識

別することが可能である。 

表 6 から、パネル A の Shadow education ダミーに対する影響は、所得の係数は(1)-(5)の

全ての列で正を示し、その値も DSR 値が高くなるに連れて 0.05 から 0.16 と上昇していく

ことがわかる。しかし、第 1 分位と第 2 分位サンプルは、有意な値をとらない。また、資

産の係数は第４分位だけが有意な値をとる。DSR は、高い値になるほど借り入れ制約に直

面している可能性も高くなる指標である。言い換えれば、低い DSR サンプルの家計は、借

り入れ制約に直面していない家計と捉えることができる。そのため、パネル A の結果は表

１の符号条件に照らしあわせると投資モデルを支持する。一方、パネル B の Shadow 

education 対数支出に対しては、所得の係数は(1)-(5)の全列で有意に正の値をとり、各係数

値は DSR が高くなるにつれて 1.10 から 2.23 まで上昇する。更に資産の係数は、第 2 分位

は有意水準 10%で 0.4、第４分位は有意水準 1%で 0.67 を示す。資産に関しては、明確に適

合するとは言えないが、所得の係数の符号からは消費モデルが支持される。 

以上より、家計は Shadow education の選択に際しては、投資モデルに基づいて行動して

                                                   
3 Kawaguchi (2016) は日本で 2002 年に公立校の授業日数が減少したことにより、両親が関与する子ども

の時間配分が増え、家庭の社会経済背景による子どもの学習時間の差が増加したことを示している。 
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いるが、一旦 Shadow education を選択した後は、消費モデルに従ってその支出額を選択し

ていることが示された。出島・竹田・上田（2007）では、教育支出を従属変数とした推計

を行っているが、彼らの結果においても借り入れ制約に直面していない家計の所得は有意

に正の値を示している。これは、本稿の表 6 パネル B の結果と整合的である。 

 

5.3. 地域別推計による確認 

表 6 の推計結果では、Shadow education ダミーと Shadow education 対数支出の二つの従属

変数に対して異なるモデルが支持された。なぜ、このような違いが生じたのだろうか。理

由の一つとして、居住地域によって Shadow education の選択肢が限定されることが考えら

れる。Entrich （2015）は、兵庫県の高校生を対象とした調査データによって、大都市とそ

の他の都市では、Shadow education の選択行動が有意に異なることを明らかにしている。

一般的に、塾等の Shadow education 産業は大都市で発展していると考えられ、都市部にお

いては提供されるサービスの質が多様であり、その価格設定も質に応じたバリエ－ション

を持つことが予測できる。即ち、大都市に居住する家庭の Shadow education の選択肢は広

く、自分たちの目的や要望に添う範囲でその支出額を決定することが可能である。そのた

め、Shadow education 支出決定のモデルは、家計の居住地域によって異なる場合が考えら

れる。この点を確認するために、サンプルを三大都市圏とその他地域に分けて、再度推計

を試みた。 

更に再推計では、Shadow education と比較するために、各サンプルで習い事（英会話、

ピアノ、ギター、スポーツ等）支出に対する所得・資産の影響についても同時に推計を行

った。習い事支出は家計が消費目的で選択し、Shadow education と同様にその質と供給量

は都市部で高いと予測できる。そのため、Shadow education 選択行動の比較に適した変数

と考えた。ただしデータの制約から、この変数は子どもだけでなく世帯全員の習い事支出

を示している点には注意が必要である。 

表 7 は、サンプルを三大都市圏とその他地域に分けて、Shadow education と習い事に対

する支出を従属変数とした Tobit 推計の結果を報告している。パネル A・B は、三大都市圏、

パネル C・D は、その他地域のサンプルによる推計結果である。Shadow education 支出に対

しては、パネル A と C はよく似た結果を示す。DSR 第一分位の所得の係数はパネル A で

0.78、パネル C で 0.91 と正の値を示すが、有意性は認められない。他の分位の所得の係数

は全て正で有意であり、三大都市圏もその他地域も投資モデルが支持される。一方習い事

に関しては、パネル B と D で異なる結果が示される。パネル B では、全ての DSR 分位で

所得の係数は正で有意であり、予測通り消費モデルを支持する。しかし、パネル D の所得

の係数は第１分位で負の値を示し資産の符号は正であるが、どちらも有意性は示されず、

投資モデルを支持する。 

以上より、Shadow education 支出に対しては、三大都市圏もその他地域も投資モデルが

支持された。しかしこの結果は、サンプルを分割したことで検出力が落ちたためと捉えら
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れることも否定できない。一方で、習い事に関しては、三大都市圏では消費モデル、その

他地域では投資モデルが支持される。これは、その他地域には都市と田舎の両方の地域が

混在していることが原因とも考えられる。ただし、使用データから得られる地域情報は三

大都市圏か否かという変数のみで、これ以上の詳細な推計ができない点は本稿の分析の限

界である。 

 

6. 結論 

本稿は、家計が子どもの Shadow education の選択に際し、投資と消費のどちらのモデル

に基づいて行動しているかを検証した。推計では、「全国消費実態調査」の匿名個票データ

を用いて、出島・竹田・上田（2007）が提案する教育需要の 2 期間モデルに基づいて、Probit

推計と Tobit 推計を行った。推計では、家計が借入れ制約に直面しているか否かによって

サンプルを分けることで、家計の Shadow education の選択が投資目的か消費目的かを識別

することが可能となる。このため、分析では借り入れ制約家計を捉える指標が大変重要な

役割を果たす。その指標として、本稿では Johnson and Li（2010）の提案する債務返済率

（DSR）を採用した。推計結果から、Shadow education の選択に関しては投資モデルが支

持されるが、その支出に関しては消費モデルが支持された。しかし、サンプルを三大都市

圏に居住する家計に限定すると、Shadow education 支出に対しても投資モデルが支持され

る。 

全世界で Shadow education が広がる現状において、Shadow education と家計所得、資産の

関係を捉えることは重要である。本稿の主要な貢献として、単純なモデルにより、Shadow 

education に対する家計の選択行動を明らかにした点を挙げることができる。本稿の推計結

果から、家計の所得の差が、Shadow education を介して子どもの人的資本の格差を拡大す

る可能性が示唆される。 

最後に、本稿で残された今後の課題として以下の二点を挙げる。第一に、子どもの能力

と地域情報を捉えたデータの構築である。特に教育政策をエビデンスベースで進めるため

には、子どもの能力指標を備えたデータを収集することは急務である。第二に、Shadow 

education の質とその多様性を考慮した理論モデルへとモデルを拡張することである。変化

の激しい現代社会では、どの国においても、子ども達の人的資本の蓄積を促す教育制度を

構築する必要がある。特に経済的に不利な家計の子ども達への教育施策を考えることは今

後の社会の発展に不可欠である。急速に広がる Shadow education に関して、更に詳細な分

析を進めることは、今後の教育政策を考える上で重要な役割を果たすと考えられる。 
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表１ 教育需要への影響 

  モデル 所得と資産の影響 

1 投資モデル 無し 

2 投資モデル ＋借り入れ制約 正 

3 消費モデル 正 

4 消費モデル＋借り入れ制約 正 

 

 

 

(1) (2) (3) (4) (5) (6)

DSR四分位 1st 2nd 3rd 4th 無し 全体

DSR 0.04 0.12 0.20 0.39 － 0.18

月平均借入金返済額（円） 16,791 52,799 87,956 162,396 0 66,575

月平均可処分所得（円） 445,417 454,450 445,329 432,661 386,575 436,142

月平均実収入（円） 529,570 543,391 534,826 522,494 456,958 521,597

貯蓄高（万円） 1,353 1,107 962 945 1,298 1,125

負債高（万円） 159 734 1,220 1,570 64 782

純資産（万円） 1,194 373 -258 -624 1,234 343

持ち家率 0.61 0.77 0.86 0.89 0.57 0.75

習い事支出（円） 10,635 10,921 11,249 12,090 8,266 10,771

Shadow education

　ダミー 0.56 0.60 0.59 0.55 0.52 0.57

　支出（>0）（円） 10,817 11,947 12,204 10,688 10,624 11,311

観測数 3,069 2,985 2,920 2,554 2,184 13,712

表２　記述統計量（DSR四分位別平均）
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表３ DSR 記述統計量 

年 1989 1994 1999 2004 全体 

平均 0.13 0.16 0.19 0.20 0.18 

標準偏差 0.17 0.31 0.79 0.16 0.38 

DSR パーセンタイル 

    20 0.03  0.05  0.06  0.07  0.05  

40 0.08  0.10  0.11  0.14  0.10  

60 0.13  0.15  0.17  0.21  0.16  

80 0.20  0.22  0.25  0.29  0.24  

観測数 3,147 3,145 2,746 2,490 11,528 

負債高無し割合 

  18.5% 15.7% 14.9% 14.1% 15.9% 
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年 1989 1994 1999 2004 全体

Panel A.  家計の特性

世帯主年齢 46.4 47.0 47.9 47.9 47.5

世帯主男性ダミー 0.98 0.97 0.97 0.94 0.96

世帯主職業ダミー

　労務作業者

　　常用雇用 0.28 0.28 0.26 0.27 0.27

　　臨時・日々雇用 0.002 0.003 0.003 0.002 0.002

    民間職員 0.50 0.50 0.50 0.52 0.51

　官公職員 0.22 0.22 0.23 0.21 0.22

祖父母同居ダミー 0.25 0.23 0.22 0.16 0.20

長子年齢 12.0 11.7 11.8 11.5 11.7

子ども数

　小学生

　　公立 1.30 1.34 1.29 1.27 1.29

　　私立 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02

   中学生

　　公立 0.62 0.57 0.58 0.50 0.55

　　私立 0.03 0.03 0.04 0.05 0.04

三大都市圏居住ダミー 0.48 0.49 0.49 0.51 0.50

平均 0.55 0.60 0.58 0.55 0.57

平均 8,565 11,707 12,097 11,932 11,311

標準偏差 13,187 16,859 17,189 18,148 17,005

パーセンタイル

    50 2,833 4,853 4,667 2,647 3,333

    75 12,833 17,667 18,900 18,849 17,532

    95 33,670 44,987 46,716 47,072 45,000

    100 122,123 140,567 129,322 161,063 161,063

観測数 3,859 3,730 3,225 2,898 13,712

表４　記述統計量

Panel B.  Shadow educationダミー

Panel C.  Shadow education支出
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(1) (2) (3) (4) (5)

年 1989 1994 1999 2004 全体

  所得（対数値） 0.10*** 0.15*** 0.10** 0.11*** 0.11***

(0.04) (0.03) (0.04) (0.03) (0.02)

 資産（対数値） 0.02 -0.00 0.00 0.04** 0.02**

(0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.01)

  擬似R2 0.15 0.13 0.13 0.13 0.13

  所得（対数値） 1.72*** 2.38*** 1.49*** 1.87*** 1.81***

(0.43) (0.41) (0.40) (0.46) (0.21)

  資産（対数値） 0.37* -0.03 -0.06 0.57** 0.29***

(0.20) (0.20) (0.21) (0.22) (0.10)

  擬似R2 0.05 0.04 0.05 0.05 0.04

  観測数 3,859 3,730 3,225 2,898 13,712

括弧内は頑健な標準誤差を示す

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

(1) (2) (3) (4) (5)

DSR四分位 1st 2nd 3rd 4th 無し

  所得（対数値） 0.05 0.06 0.12** 0.16*** 0.09**

(0.05) (0.04) (0.05) (0.05) (0.04)

  資産（対数値） 0.02 0.03 0.00 0.04* 0.03

(0.02) (0.02) (0.02) (0.03) (0.02)

  擬似R2 0.149 0.124 0.145 0.141 0.148

  所得（対数値） 1.10** 1.25*** 1.94*** 2.23*** 1.64***

(0.48) (0.48) (0.48) (0.42) (0.51)

  資産（対数値） 0.15 0.40* 0.07 0.67*** 0.25

(0.20) (0.22) (0.23) (0.25) (0.27)

  擬似R2 0.05 0.042 0.048 0.047 0.052

 観測数 3,069 2,985 2,920 2,554 2,184

括弧内は頑健な標準誤差を示す

*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

表６　DSR四分位別　Shadow educationに対する効果

Panel A.  Shadow educationダミー

Panel B.  Shadow education支出（対数値）

表５　Shadow educationに対する効果

Panel A.  Shadow educationダミー

Panel B.  Shadow education支出（対数値）
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表７ 三大都市圏とその他地域別の結果 

  (1) (2) (3) (4) (5) 

DSR 四分位 1st  2nd  3rd 4th 無し 

三大都市圏地域 

Panel A.  Shadow education 支出（対数値） 

  所得（対数値） 0.78 1.27* 1.30* 2.35*** 2.42*** 

 

(0.72) (0.70) (0.69) (0.58) (0.76) 

  資産（対数値） 0.31 0.19 -0.16 0.48 0.72* 

 

(0.30) (0.31) (0.31) (0.33) (0.38) 

  擬似 R2 0.059 0.041 0.048 0.044 0.064 

Panel B.  習い事支出（対数値） 

  所得（対数値） 1.02** 0.94** 1.28*** 1.47*** 1.45*** 

 

(0.45) (0.43) (0.41) (0.32) (0.52) 

  資産（対数値） 0.60*** 0.24 0.03 0.37** 0.60** 

 

(0.19) (0.19) (0.18) (0.18) (0.26) 

  擬似 R2 0.031 0.048 0.032 0.039 0.040 

  観測数 1,108 1,243 1,296 1,263 861 

その他地域 

Panel C.  Shadow education 支出（対数値） 

  所得（対数値） 0.91 1.25* 2.82*** 1.99*** 1.32* 

 

(0.64) (0.67) (0.67) (0.61) (0.70) 

  資産（対数値） 0.17 0.56* 0.39 0.81** -0.24 

 

(0.28) (0.31) (0.34) (0.38) (0.37) 

  擬似 R2 0.048 0.041 0.048 0.051 0.045 

Panel D. 習い事支出（対数値） 

  所得（対数値） -0.14 1.65*** 1.45*** 1.45*** 1.52*** 

 

(0.40) (0.40) (0.44) (0.34) (0.51) 

  資産（対数値） 0.25 0.51*** 1.05*** 0.89*** 0.51* 

 

(0.17) (0.19) (0.22) (0.22) (0.27) 

  擬似 R2 0.029 0.033 0.029 0.031 0.025 

  観測数 1,961 1,742 1,624 1,291 1,323 

括弧内は頑健な標準誤差を示す  *** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1 
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出典:文部科学省「学校基本調査」より筆者作成 
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